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はじめに

岸田政権は補助金によるケア労働者の 9,000

円賃上げを実施し、保育労働者も対象となっ

た。保育士の賃金は全産業平均より 10 万円程

度低く、格差解消が求められてきたのであっ

て、9,000 円では「桁が違う」との声が上がっ

たのは当然である。現場では「政権浮揚のア

ピールのために“保育士の低賃金”を利用して

いるようで不愉快」との声も上がっている。

しかも、この補助金は職員配置基準上の人数

で算定されるが、現場では基準を上回る人数が

働いており、１人あたりの賃上げは計算上 9,000

円に及ばないことになる。

そもそも保育労働者の低賃金は、保育費用の

国負担の算出根拠となる「公定価格」の不足が

原因であり、その公定価格を決めているのは内

閣総理大臣である。自らつくった保育労働者の

貧困にわずかな補助金の手当てを行い「新しい

資本主義」の目玉の一つのように打ち出された

ことに、現場の保育労働者は強い違和感を抱い

ている。

1　保育労働者の賃金・労働条件の
実態

令和元年賃金構造基本統計調査（厚生労働

保育労働者に大幅賃上げと増員を
小山 道雄

省）によれば、「決まって支給する現金給与

額」は全職種の 33 万 8,000 円に対して保育士

24 万 4,500 円、年間賞与を足した年収換算の額

を 12 で割った月収換算で、全職種の 41 万 7,000

円に対して保育士 30 万 3,000 円と、10 万円の

格差は依然として解消されていない（図１）。

図２は、保育士の処遇改善を進めてきたとす

る政府の資料にあるグラフである。人事院勧告

準拠による毎年の改訂分の下駄を履かせて改善

をアピールしている（2014 年度から 2020 年度

までの一番下の枠の部分）。しかし、人事院勧

告が反映されるこの仕組みは従前より行われて

いたものであり、そのうえで 10 万円の格差が

あったのである。争議権が奪われた公務員の代

償措置として民間準拠を建前に補正が行われる

人事院勧告に準ずるだけでは、全産業平均との

賃金格差はいつまでたっても解消する道理がな

い。

これに上乗せして、2017 年度から「技能・

経験に着目した処遇改善」「最大４万円」の加

算が設けられた（2017 年以降のグラフ上部の

「＋」より上の部分）。この４万円という金額

は、2016 年の「一億総活躍国民会議」に際し

て当時の安倍首相が、「全産業の女性労働者と

の差が４万円程度であることを踏まえ処遇改善

を行っていく」としたものである。「女性労働

者の平均賃金との比較は不適切では」との野党

の質問主意書に対して、政府は「保育士の 95
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図１　保育士の平均賃金等について

図２　保育士の処遇改善

出典：令和元年賃金構造基本統計調査
（※） 「年収換算」：令和元年賃金構造基本統計調査における「きまって支給する現金給与額」に 12を乗じ、「年間賞与その他特別給与額」を足した額
（※） 「月収換算」：「年収換算」を 12で割った額
（※） 「きまって支給する現金給与額」とは、労働協約又は就業規則などにあらかじめ定められている支給条件、算定方法によって 6月分として支給される現金給与額
のこと。手取額でなく、税込み額である。現金給与額には、基本給、職務手当、精皆勤手当、家族手当が含まれるほか、時間外勤務、休日出勤等超過労働給与も
含まれる。

出所：厚生労働省（子ども家庭局保育課）第６回保育の現場・職業の魅力向上検討会参考資料「保育の現状と主な取組」（2020 年９月 17日、p.39）より

出所：第１回全世代型社会保障構築会議、第１回公的価格評価検討委員会合同会議配布資料４「公定価格の制度について」（2021 年 11 月９日、p.2）より
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パーセントが女性である実態を踏まえると不適

切なものとは考えていない」と回答している。

世間相場としての男女賃金格差が、そのまま民

間保育所運営費見積もりの前提となっている。

しかも、民間保育園がこの４万円の加算を得

るためには、既存の職務分掌や賃金体系にかか

わらず、図３のような賃金格差を必須とする職

階を設けることが条件とされた。保育労働は、

チームワークによって成立し、現場の労働者全

員が、子どもたちに対して等しく注意義務、安

全配慮義務を負っているにもかかわらず、加算

を得るために賃金格差を設けなければならない

ことに心から納得できている職場は少ない。あ

らゆる分野の隅々にまで競争を持ち込もうとす

ることに戦慄を覚えざるを得ない。

2　勤務時間の実態はどうなっているか

東京都の福祉保健局が、保育士の離職防止策

や潜在保育士の就職支援策に活かすために保育

士有資格者を対象に行った実態調査（2018 年）

では、週あたりの勤務日数と１日の勤務時間に

ついて、正規職員では、週５日が 85.9％、週６

日以上が 12.4％で、合計 98.3％が週５日以上の

勤務である。また、正規職員の１日の勤務時間

は、９時間以上が 62.5％となっている。５日×

９時間とすれば、週 45 時間の勤務となってい

る。

１日 11 時間開所し、土曜も開所が求められ

ている現場実態からみると、特段違和感のない

数字だが、法定労働時間の上限は１日８時間、

週 40 時間である。事情がある場合は、あらか

じめ労使協定を結んだ上でこれを上回ることが

できるが、あくまでも刑罰を免れる手続きにす

ぎず、常態化されてはならないのが本来であ

る。とりわけ、内閣府・厚生労働省が所管する

分野においてこうした実態にあることは重大な

問題である。

図３　保育士等（民間）のキャリアップの仕組み導入後の職制階層（イメージ）

出所：厚生労働省（雇用均等・児童家庭局保育課）「保育士のキャリアアップの仕組みの構築と処遇改善について」（2017 年２月 24日、p.12）より
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3　保育中にできない業務に負担感

同調査は、「保育士として負担に感じるこ

と」を複数回答で尋ねている。「行事（準備含

む）」が６割を超えて（62.8％）最も多く、次

いで「保育計画書の作成」が半数となっている

（55.9％）。そのほか、「保護者対応」（49.6％）

と「職員間の情報共有・打ち合わせ」（40.8％）

が４割を超えている。

これらの業務は、保育と同時に行うことは困

難であるが、多くの場合保育の職場は、保育時

間（開所時間）と勤務時間がイコールである。

現在は１日 11 時間開所だが、それ以前は開所

時間が８時間で、保育士の労働時間も８時間

で、行事の準備や保育計画書の作成、職員会議

の時間は制度上そもそも想定されていなかっ

た。11 時間開所となった際も３時間分の非常

勤単価が上乗せされただけである。この結果、

保育時間中（＝勤務時間中）にできない作業や

打ち合わせ、職員会議を休憩時間中や勤務終了

後（本当はそれも勤務だが）に行うこととな

り、あるいは、「終わらないのは自分が悪い」

と持ち帰り残業を余儀なくされている。勤務時

間内に業務を完結させるためには、保育と同時

進行で書類作成等の実務を行ったり、会議・打

ち合わせを行うことができなくてはならない

が、そのためには、そのことで保育体制が手薄

とならないだけの、交代可能な十分な職員体制

が必要である。

4　職員配置基準と労働基準法の遵
守を裏づけない公定価格

保育士の配置基準は、どの時間帯であっても

子どもの人数に対して基準上の保育士数を置く

ことを求めている。つまり、一定の人数の保育

士が休憩や年次有給休暇、生理休暇をとる際

も、その時間帯について他の保育士の人数がそ

の必要を満たしていなければならない。全国福

祉保育労働組合保育協議会は、実際の保育現場

での、時間毎の子どもの人数の変化と、時間を

追って必置となる保育士数を示す表を作成し、

「公定価格」に見積もられる常勤保育士の人数

でどのように勤務シフトを組めば休憩・休暇に

係る労働基準法の遵守と職員配置基準の遵守が

両立可能なのかを国に質問し、要請行動の際に

「公定価格」を所管する内閣府に回答を約束さ

せたが（図４）、結局内閣府は回答することが

できなかった。（2022 年）５月 10 日にも、日

本共産党の宮本徹衆院議員が衆院厚生労働委員

会で同様の質問を行っているが、政府は回答し

ていない。回答できないのである。

内閣府は、保育時間の総合計に対して、時間

単位で働く保育士の勤務時間の合計で所要額を

計算していると考えられ、労働時間の途中に休

憩を取ったり、子どもたちから離れて、直接的

な保育時間とは別の時間を使って行事の準備や

保育計画の作成、職員会議を行うことを、そも

そも想定していないのである。１日８時間、週

40 時間を上限とし、労働時間の途中で休憩を

とる労働基準法に則った常勤の保育士ではシフ

トを組むことができず、時給で働く短時間勤務

の保育士をパッチワークのようにあてはめてい

くほかないのである。

保育士の配置基準や、労働基準法の定めは、

「実現することが望ましい」といった努力目標

ではなく、それ以下に置いてはならない「最低

基準」である。また、自治体から保育所に支払

われる保育所運営費は、補助金一般ではなく 
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図４　配置基準と労基法を守った保育士配置は、現在の公定価格では不可能

「委託費」なのであって、委託する事業に要す

る必要充分な費用が見積もられる必要がある。

これが不足していても、 現場ではこどもの安

全をないがしろにはできず、結果として保育士

処遇にしわ寄せされることとならざるを得な

い。内閣総理大臣が定める「公定価格」 が、保

育士の配置基準の遵守と労基法の定める労働時

間や休憩の要件の実現を裏づけていないことは

重大な問題である。

5　規制緩和ではなく必要十分な予
算の確保が求められる

厚生労働省はこれまで、保育士定数上の保育

士は、常勤の保育士をもって確保しなければな

らないとしてきたが、2021 年４月より、一定

の条件の下で短時間勤務の保育士を定数の一部

に充てて差し支えないと規制を緩和した。厚生

労働省がその際に発出した「保育所等における

短時間勤務の保育士の取扱いについて」という

文書では、「今後とも最低基準上の保育士定数

は、子どもを長時間にわたって保育できる常勤

の保育士をもって確保することが原則であり、

望ましい」としているが、「公定価格」が原則

で望ましい人材確保を可能とする水準ではない

ことはすでに明らかである。予算に合わせて規

制を緩和するのではなく、必要な予算を確保す

ることこそ求められている。

こうした公定価格による委託によって民間保

育所は運営されている。必要十分な保育士を配
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置しようとすれば１人あたりの賃金がさらに低

くなり、限られた人数で無理をすれば休憩・休

暇のとれない職場とならざるを得ない。実際の

民間保育所では、子どもを守り、保育を成立さ

せるために設定人数の 1.8 ～２倍の保育士を配

置しているが、その結果が保育労働者の処遇に

しわ寄せされ「保育士不足」に直結しているの

である。短時間勤務の保育士の活用促進は、事

態を一層悪化させ、子どもたちの安全と保育労

働者の労働環境を今以上に脅かすものとならざ

るを得ない。

民間保育労働者の実態に関する改善課題は、

一言で言えば「賃上げと増員」である。少なく

とも国家公務員福祉職俸給表準拠の賃金水準と

昇給が実現でき、行事の準備や書類作成、職員

会議等が勤務時間内に可能で、かつ、職員配置

基準と休憩・休暇にかかる労働基準法の両方が

遵守可能な人員体制を裏づける人件費財源が公

定価格に見込まれることこそが必要である。こ

のことこそが「安心」を謳う保育政策にしっか

り位置づけられなくてはならない。

6　運動の成果を確信に、保育労働
者全体の賃金改善に

岸田政権の「9,000 円賃上げ」は、こうした

要請にまともに応えるものではないが、運動の

成果として捉える必要がある。政権発足前の

東京都議選や横浜市長選、衆院選挙をめぐる情

勢や野党共闘の動きに心底肝を冷やしたからこ

そ、所信表明で新自由主義の見直しを口にせざ

るを得なかったし、ケア労働者の賃金改善を打

ち出さざるを得なかったのである。保育労働者

の賃上げの方法について当該施設の裁量を大き

くしたことも、2017 年からの処遇改善加算が、

職員全体の賃金底上げに使うことができず、職

員間に格差を持ち込むものであったことに対す

る抗議の声に応えざるを得なかった点に注目す

べきである。今回、９月までの期間限定の補正

予算として始まったが、10 月以降の公定価格

自体の引き上げを言明して基本給の引き上げを

求め、公定価格を改善した場合の地方負担につ

いて地方交付税措置することまで政府が述べて

いることは重要である。先行きが不安である

と、期間限定の暫定的な「手当」として実施し

ようとする施設が少なくないが、「手当」で終

わらせず基本給そのもののベースアップを実現

し、それを裏づける制度と予算の整備拡充で民

間保育所を支えることを求めていくことが課題

である。
（こやま　みちお・福祉保育労中央本部副委員長）
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